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１．背景と目的 

日本政府は2050年に温室効果ガス排出量を全体とし

てゼロにすることを指すカーボンニュートラル（以下，

CN）を宣言し，2030 年度の CO2排出量目標として 2013

年度比で 46％削減することを掲げている． 

インフラ分野における CN の取り組みとしては，低炭

素型コンクリートの使用や ICT(Information and 

Communication Technology)の活用など，施工時におけ

る取り組みが先行している．設計時の CN の取り組みの

一つとして，国土技術政策総合研究所では温室効果ガ

ス排出削減効果を定量的に評価するため，令和 6 年 6

月に「インフラ分野における建設時の GHG 排出量算定

マニュアル案（以下，GHG マニュアル案）」1)を公開した．

GHG マニュアル案には，温室効果ガス排出量の算定対象

範囲や各種算定方法，排出量原単位の考え方について

記載されている．これにより，土木構造物の施工で使

用する建設機械やコンクリート製造時などの温室効果

ガス排出量を統一的に算出することができ，温室効果

ガス排出量を一つの指標とした土木構造物の工種・構

造の検討が可能となる．そのほか設計時の CN の取り組

みとして，「土木学会 国際センター 土木技術者の国際

化実践小委員会」では，橋梁設計プロセスにおける脱

炭素化を目指し，令和 6 年 6 月に Net Zero 橋梁 WG を

立ち上げた．

砂防分野での CN の取り組みとしては，砂防堰堤を活

用した小水力発電 2)や砂防ソイルセメントの使用など

が挙げられる．砂防施設の設計時では，工法の違いに

おけるCO2排出量の推定が行われた事例 3)があるものの，

事例としては少ない．事例が少ない理由として，砂防

施設施工時の CO2 排出量算出方法が明記された公的な

資料が公開されていないことが考えられる． 

また，CO2排出量算出に手間を要することが事例の少

ない理由の一つとして考えられる．CO2排出量算出は基

本的に「活動量（数量）×排出量原単位」であるため，

現在の設計プロセスにおいて CO2 排出量を算出するに

は数量を算出する必要があり手間を要する．このため，

数量算出とともに CO2 排出量が瞬時に算出することが

望ましいと考えられる．この方法として図 1 に示す，

パラメトリックモデルを活用した設計手法が考えられ

る 4) ． パ ラ メ ト リ ッ ク モ デ ル は

BIM/CIM(Building/Construction Information Modeling,Management)

を基盤としているため，設計検討時に数量を瞬時に算

出，確認することができ，これと並行して CO2排出量を

算出することが期待できる．ここでは，パラメトリッ

クモデルを活用した設計手法で CO2 排出量を算出した

際の設計検討例について報告する．

２．砂防堰堤の設計を対象とした CO2排出量の試算方法 

2.1 検討対象工種と算出方法 

本検討では，構造の違いにより CO2排出量の差異が確

認できるよう，図 2 に示す 2 種類の施設構造とした． 

2.2 工種別の CO2 排出係数排出原単位 

本検討では，土木構造物の CO2排出量の算出について

整理されている GHG マニュアル案を参考に，砂防施設

施工時のCO2排出量を検討した．GHGマニュアル案では，

CO2排出量は「工事の特記仕様書，見積参考資料，設計

内訳書や単価表等の設計書等」から算出するものとし

ている．また，算定範囲はScope1～Scope3としている． 

これらを踏まえ，本検討で対象とした CO2排出量算定

項目や内容を表 1 に示す．表 1 に示す内容から，建設

機械の稼働時における排出量原単位を設定した．材料

に関する排出量原単位は，環境省にて一般公開されて

いる「サプライチェーンを通じた組織の温室効果ガス

排出量等の算定のための排出原単位データベース」5)を

使用した．なお，型枠は光永・鉈橋ら（2023）で示さ

れている排出量原単位 6)を参考にした． 

３．パラメトリックモデルを活用とした設計時の CO2

排出量算出の例 

本検討では土石流危険渓流（A=0.16km2）を対象に100%

図 2 本検討における CO2 排出量の対象とした施設構造 
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31148施設設計検討

3224土工計算

1111数量計算

1111CO2排出量計算

819869合計

総合計：104min

整備を目指し，図 2 に示した 2 種類の施設構造で，堰

堤位置を計画基準点から上流 50m,100m の 2 か所，計 4

案を想定し，パラメトリックモデルを活用した設計手

法で CO2排出量の算出を実施した．コンクリート案の型

枠は残存型枠，ソイルセメント案の外部保護材は SB ウ

ォール，残土運搬距離は 1.0km と仮定した．各 4 案の

データ準備から CO2排出量算出までに要した時間を図 3

に，算出した数量から計算した概算工事費と CO2排出量

の結果イメージを図 4 に示す．なお，設計レベルは予

備設計を想定した．また，パラメトリックモデルはダ

ッソー・システムズの 3DEXPERIENCE CATIA を使用した． 

図 3 に示すように，パラメトリックモデルは BIM/CIM

を基盤としているため，数量算出に要した時間は非常

に短い．また，CO2排出量算出も，算出方法が「活動量

（数量）×排出量原単位」であるため，算出に要した

時間は非常に短いことが確認できた． 
 

４．おわりに 

本検討では，パラメトリックモデルを活用した設計

手法を活用することで，CO2排出量算出に要する時間を

非常に短くできることを確認した．これにより，砂防

施設の比較検討の評価項目として，CO2排出量を容易に

取り入れることができると考える．砂防施設設計段階

では，複数の形式や材料での比較検討が行われ，経済

性，施工性，景観性などの項目により総合的な評価が

行われる．評価項目の一つとして CO2排出量を用いるこ

とにより，砂防工事の目的や機能が発揮される範囲に

おいて，CO2 排出量の少ない資材や工法を選定すること

が可能となると考える． 
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表 1 本検討で対象とした CO2 排出量算定項目や内容の一覧表 
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図 3 パラメトリックモデルを活用した設計検討に要した時間 

図 4 概算工事費と CO2 排出量算出イメージ 

想定される活動 マニュアル※

での算定対象

本検討での
算定項目

備考

・建設機械の稼働に伴う燃料の使用
・土砂等の運搬、現場発生品及び支給品の運
搬に伴う燃料の使用

対象

・コンクリートや型枠、土
砂などの運搬
・コンクリート打設や掘削
など建設機械の稼働

・建設機械の稼働に伴う電力の使用
・土砂等の運搬、現場発生品及び支給品の運
搬に伴う電力の使用

対象 対象外
現場事務所の稼働が想定されるが、施設構造に違
いにより大きな差異は生じないことが想定されるた
め対象外とした

1 購入した製品・サービス ・元請け等が購入する材料の製造 対象
・コンクリート   　・型枠
・鋼管　　　　　　 ・セメント

2 資本財 ・元請け等の資本財の建設・製造 対象外 対象外

3
Scope1,2 に含まれない
燃料及びエネルギー関連活動

・元請け等が購入する燃料や電気の調達時ま
での活動

対象 対象外
設計段階において、施工業者の調達までの活動の
想定は困難であるため対象外とした

4 輸送、配送（上流） ・調達物が元請け等に届くまでの物流 対象 対象外
設計段階において、施工業者への調達物の物流の
想定は困難であるため対象外とした

5 事業から出る廃棄物 ・建設現場で発生する廃棄物の輸送・処理 対象 残土処理運搬

6 出張 ・元請け等及び協力会社の従業員の出張 対象外 対象外

7 雇用者の通勤
・元請け等及び協力会社の従業員が建設現場
へ通勤する際の移動

対象外 対象外

8 リース資産（上流） ・元請け等が賃借しているリース資産の操業 対象外 対象外

※「インフラ分野における建設時のGHG 排出量算定マニュアル案（令和6年6月）」
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Scope1 直接排出

Scope2 エネルギー起源の間接排出

カテゴリ

Scope1、Scope2 以外の間接排出

元請け等の活動による直接排出、電気等の使用に伴う間接排出
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